
 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧敦賀港線（廃線敷）利活用計画策定業務 

公 募 型 プ ロ ポ ー ザ ル 募 集 要 項 
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１ 目的 

本業務は、日本海側屈指の港湾として発展してきた敦賀湾を結ぶ鉄道として、『鉄道と港の

まち敦賀』を築く礎として機能した旧敦賀港線の廃線敷（以下、「廃線敷」という）について、

上位・関連計画の整理や計画対象地の立地条件等を分析評価し、歴史的背景を汲みした上で、

活用にかかる機能・性格・理念・テーマ等を明らかにし、基本方針及び導入機能の内容概略

規模を設定するとともに、景観・環境保全・管理運営等の検討に基づいて、土地利用（空間

構成）および動線、活性化の基本的な内容を検討し、利活用計画をとりまとめることを目的

とする。 

なお、対象となる廃線敷は、令和７年７月１日に都市公園予定区域として指定したところ

である。 

業務の受託者の選定にあたっては、事業者の本市への理解度や分析力、企画力、専門性、

実績などを総合的に評価し、最も優れたものを業務委託契約の候補者として選定するため、

公募型プロポーザルを実施する。 

 

２ 公募概要 

 ⑴ 業務名 

   旧敦賀港線（廃線敷）利活用計画策定業務 

 ⑵ 業務内容 

別紙、仕様書のとおり 

 ⑶ 業務履行期間 

   契約締結の日から令和８年３月３１日まで 

（ただし、業務期間については協議の上、変更可能とする。） 

 ⑷ 業者選定方法 

   公募型プロポーザル（以下「プロポーザル」という。） 

 ⑸ 提案上限額 

   １６，３００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）以内とする。 

   ただし、この金額は予定価格を示すものではない。 

 

３ 参加資格 

本プロポーザルに参加する提案者は、単独事業者又は複数の事業者によって構成されるグ

ループ（以下「共同事業体」という。）によるものとし、次に掲げる要件を全て満たすものと

する。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者で

あること。 

⑵ 敦賀市において指名停止期間中の者でないこと。 

⑶ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされてい

る者でないこと。ただし、再生手続開始の決定を受けた者を除く。 

⑷ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされてい

る者でないこと。ただし、更生手続開始の決定を受けた者を除く。 

⑸ 集団的及び常習的に暴力的不法行為等を行うおそれがある者でないこと。 

⑹ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）に

基づく処分を受けている、又は過去に受けたことがある団体等でないこと。 



⑺ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団若しくはそれらの利益となる活動を行う者又は同法同条第６号に規定

する暴力団員が役員就任や経営関与等を行っている法人等でないこと。  

⑻ ⑹又は⑺に掲げる者から委託を受けた者でないこと。 

⑼ 共同事業体を構成する構成員は、単独事業者又は本事業に応募する他の共同事業体の構

成員でないこと。 

⑽ 配置技術者として、次のいずれかの資格を有する技術者を管理技術者及び照査技術者に配置

できる者。共同企業体で提案する場合は、構成員のいずれかにて配置できれば良いものとする。 

ア 技術士（建設部門「都市及び地方計画」又は総合技術監理部門「建設（都市及び地方計

画）」の資格の有資格者） 

イ ＲＣＣＭ（登録技術部門「都市計画及び地方計画」または「造園」） 

ウ 登録ランドスケープアーキテクト（ＲＬＡ） 

 

４ スケジュール 

  公募開始から業者選定までのスケジュールは以下のとおりとする。 

内  容 日  程 

公募開始 令和７年７月１日（火曜） 

プロポーザルに関する質問書受付締切 令和７年７月１１日（金曜）午後５時まで 

質問書に対する回答期限 受付後１週間以内（随時） 

プロポーザル参加申請書類の受付締切 令和７年７月２３日（水曜）午後５時まで 

企画提案書類の受付締切 令和７年８月２０日（水曜）午後５時まで 

企画提案選考（ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ・ﾋｱﾘﾝｸﾞ審査） 令和７年８月下旬から９月上旬（予定） 

結果通知 令和７年９月上旬（予定） 

 

５ 申込方法 

⑴ 募集要項等の配布 

   本募集要項及び関係資料は、市ホームページにおいて公開する。 

⑵ 質問書の受付及び回答 

   「質問書」（様式６）に要旨を簡潔にまとめ、「１１ 担当部署」のＥメール宛てに、電子

メールにて送信すること。電話での質問は受け付けない。 

また、回答は、市ホームページに掲載する。 

   なお、質問に対する回答は、本募集要項及び仕様書を補足・修正するものとして取り扱

う。 

 ⑶ 参加申請書類に関する事項 

参加を希望する者は、「６ 参加申請書類及び企画提案書類の作成要領」に定める参加申

請書類を「１１ 担当部署」に、令和７年７月２３日（水）までに持参または郵送（必着）



すること。 

ただし、持参による提出は、午前８時３０分から午後５時まで（土曜日、日曜日及び祝

日を除く）とする。 

 

⑷ 企画提案書類に関する事項 

企画提案書類は、「６ 参加申請書類及び企画提案書類の作成要領」に定める企画提案書

類を「１１ 担当部局」に、令和７年８月２０日（水）までに持参または郵送（必着）する

こと。 

   ただし、持参による提出は、午前８時３０分から午後５時まで（土曜日、日曜日及び祝

日を除く）とする。 

   また、企画提案書類は１案に限るとともに、持参する場合は、正本１部、副本１部、電

子データＰＤＦ形式（ＣＤ－Ｒ）を提出すること。 

   なお、提出期限以後の企画提案書類の追加、訂正は一切認めない。 

 

６ 参加申請書類及び企画提案書類の作成要領 

記載事項 内容に関する留意事項 

参
加
申
請
書
類 

⑴参加申請書（表紙） ①共同事業体で提案する場合は、代表構成団体の会社名等

を記載すること。 

②Ａ４判１頁 

⑵参加資格確認申請

書（様式１） 

①本募集要項の３の参加資格について、該当及び非該当を

申告すること。 

②共同事業体で提案する場合は、代表構成団体にて構成団

体の該当及び非該当の申告をとりまとめて作成するこ

と。 

②Ａ４判１頁 

⑶会社概要書（様式

２―１） 

①会社名、代表者氏名、所在地、担当者氏名、連絡先、設

立年月日、資本金、売上高（直近 3年度分）、主な事業内

容、従業員数を記載すること。 

②共同事業体で提案する場合は、構成団体の会社概要書を

とりまとめて（共同事業体で提案する場合は、構成団体

ごとに１頁とする。）作成すること。 

③Ａ４判１頁 

⑷共同事業体構成表

（様式２―２） 

①共同事業体で提案する場合は、当該様式を提出するこ

と。 

②共同事業体における、代表構成団体及びその他構成団体

の会社名、代表者名等を記載すること。 

③Ａ４判１項。 

⑸共同事業体委任状

（様式２－３） 

①共同事業体で提案する場合は、当該様式を提出するこ

と。 

②共同事業体における、代表構成団体及びその他構成団体

の会社名等を記載するとともに、各代表社印を押印する



こと。 

③Ａ４判１項。ただし、構成団体が複数に及ぶ場合はこの

限りではない。 

⑹業務実績（様式３） ①過去において、廃線敷や線路跡地（もしくは類似する内

容を含む）の利活用に関する基本構想若しくは基本計画

策定業務又は調査等業務の元請受注実績を記載するこ

と。また、共同事業体で提案する場合は、代表構成団体

及び各構成団体の上記実績を記載すること。 

②実績として記載した業務の契約書の写しを添付するこ

と。 

③枚数は必要に応じて追加すること。 

企
画
提
案
書
類 

⑺業務の企画提案 

（様式４―１） 

①別紙仕様書に基づき、企画提案書を作成すること。 

 その際、特に以下の事項について留意すること。 

・敦賀市の地勢、実状、業務箇所の特性、上位・関連計画、

業務箇所周辺の関連事業並びに本事業について記載す

ること 

・業務箇所に関連する上位・関連計画を整理し、業務箇所

周辺の土地利用の状況を把握するための調査項目や整

理方法を意識すること 

・「敦賀まちづくりアクションプログラム」の施策の方向

性に沿って、廃線敷の利活用計画の策定に向けた計画内

容の基本的方向性及び利活用の内容や機能などを示す

こと 

・残置レール等の鉄道遺産を考慮した景観や土地利用（空

間構成）について考えを記載すること 

・業務箇所の近隣住民や多様な主体（活用主体に成りうる

団体や地域住民等）などの意見集約や対話の場としての

ワークショップの進め方や考え方について記載すること 

・景観・環境保全・管理運営等の概略の方針を示すこと 

・再生可能エネルギー活用等のエネルギー構造高度化に寄

与する取り組みを検討すること 

②記載に当たり、文章を補完するための最小限の概念図、

イラスト、写真・イメージ図を用いることは可とするが、

内容が具体的に表現されたもの（設計図、模型等）を求

めるものではない。 

③Ａ４判６頁以内又はＡ３判３項以内とし、様式４－１

（表紙）を添付すること。なお、表紙は頁数には含めな

い。 

⑻業務実施スケジュ

ール（様式４－２） 

①Ａ４判１頁以内（縦横・様式自由）とすること。 

⑼業務実施体制（様 ①業務実施体制については、配置予定者の氏名、所属・役



式４―３） 職、資格名称と取得年月日を明記すること。 

②資格及びその専門分野を証明する書類（資格証の写し

等）を添付すること。 

③様式４－３に記載した技術者ごとに様式４－４に実績

等を記入すること。 

⑽配置従事者実績書

（様式４―４） 

⑾見積書（様式５） ①本業務の実施に必要な経費を税抜きで記載すること。 

②内訳書を添付すること。（任意様式） 

 

７ 審査及び選定方針 

 ⑴ 審査方針 

   旧敦賀港線（廃線敷）利活用計画策定業務プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」

という。）を設置し、企画提案書類及びプレゼンテーション等の審査を行う。 

 ⑵ 選定方針 

審査委員会において、企画提案書類及びプレゼンテーション等について、別表の評価基

準等に基づき、評価、採点し、その結果、評点の最も高かった者を契約候補者として選定

する。ただし、最高得点となった者が、複数ある場合は審査委員で協議の上、選定する。 

なお、最高得点となった者が審査委員会の定める基準点に満たなかった場合は、契約候

補者を選定せず、選定方法を見直した上で、再公募を行う。 

 ⑶ 参加承認等の通知 

参加申請書類の確認後、本プロポーザルへの参加承認の結果は令和７年７月２９日（火）

までに申請者に電子メールにて通知する。また、審査委員会等の日時と場所について令和

７年８月１日（金）までに電子メールにて通知する。 

⑷ プレゼンテーション等の実施 

提出のあった提案について、審査委員会に対しプレゼンテーション等を行う。 

なお、 多数の参加申請者があり、全者のプレゼンテーション等の実施が困難であると判

断される場合には、参加資格要件を満たす者の中から、参加申請書類を審査し、一定基準

に達し、かつ、効果が期待できる者を選定しプレゼンテーション等を実施する。 

ア 実施予定日 

  令和７年８月下旬から９月上旬 ※時間・場所等は、対象となる事業者へ別途連絡 

イ 実施方法 

    プレゼンテーションの出席者は５名以内とし、プレゼンテーション等の時間は、一   

者につき４０分（プレゼンテーション２０分、ヒアリング２０分）とする。 

    内容は、企画提案書等に基づくものとし、追加の資料配布（追加提案）は、認めな

いものとする。なお、プレゼンテーションで使用するプロジェクター、スクリーンに

ついては市で準備を行う（※プロジェクターとパソコンの接続ケーブルの端子はHDMI

端子）。プレゼンテーションに必要なその他の機器については、参加者で用意を行う

こと。会場内での事業者による録音、録画は禁止とする。 

⑸ 結果通知 

  ア 審査結果については、令和７年９月上旬頃に企画提案書類提出事業者（共同事業体で

提案する場合は代表構成団体）に通知する。 

  イ 審査内容及び結果についての異議は、一切認めない。 

 



８ 契約の締結 

⑴ 上記７で選定された契約候補者と契約締結の交渉を行う。契約が成立しない場合は審査

委員会による評価点数が高い者から順に契約締結の交渉を行うこととする。 

⑵ 本提案が採用されたことをもって、提案したすべての内容（金額・仕様・数量等）につ

いて契約を保証するものではない。 

⑶ 契約条項及び業務仕様は、上記７で選定された契約候補者の提案書による提案内容につ

いて契約上限金額の範囲内で協議し、確定するものとする。 

 

９ 失格条項 

  次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

 ⑴ 参加申請書類及び企画提案書類等の提出方法、提出先、提出期限が適合しないもの。 

 ⑵ 参加申請書類及び企画提案書類等に記載すべき事項に不備があるもの。 

 ⑶ 参加申請書類及び企画提案書類等に虚偽、違法行為等の内容が記載されているもの。 

 ⑷ この要項に定める手続き以外の手法によって審査委員又は関係者にプロポーザルに対す

る援助を求めたとき。 

 ⑸ 参加申請書類及び企画提案書類提出事業者が３に定める参加資格を満たさなくなったと

き。 

 ⑹ その他審査委員会が不適格と認めるとき。 

 

１０ その他の留意事項 

 ⑴ 提出された参加申請書類及び企画提案書類等は、一切返却しない。 

 ⑵ 提出された参加申請書類及び企画提案書類等は、本プロポーザルの目的以外には使用で

きないものとする。 

 ⑶ 提出された参加申請書類及び企画提案書類等は、敦賀市情報公開条例（平成１１年６月

２９日条例第１４号）の規定に基づく公開請求があった場合には、対象文書として当該条

例の規定に基づき公開（部分公開）するものとする。 

 ⑷ 本プロポーザルに要する一切の費用は、全て提案者の負担とする。 

 ⑸ 参加申請書類及び企画提案書類等の内容に含まれる著作権、特許権、実用新案権、意匠

権、商標権その他日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事

業手法、維持管理手法等を用いた結果生じた事象に係る責任は全て提案事業者が負うもの

とする。 

⑹ また、参加申請書類の提出後に本プロポーザルを辞退する場合は、参加辞退届（様式７）

を提出すること。 

 

１１ 担当部署 

 ・敦賀市まちづくり観光部まちづくり推進課 

 ・住   所：福井県敦賀市中央町２丁目１番１号 

 ・Ｔ Ｅ Ｌ：０７７０－２２－８１３７ 

 ・Ｆ Ａ Ｘ：０７７０－２３－４１２７ 

 ・Ｅメール：machidukuri@ton21.ne.jp 

  

mailto:machidukuri@ton21.ne.jp


別表１ 評価基準 

 

評価項目 評価の視点・基準 配点 

敦賀市及び事

業の理解度、取

組意欲 

・敦賀市の地勢、実状、業務箇所の特性、上位・関連計画、事業箇

所周辺の関連事業並びに本事業に対して十分な理解と取組意欲を

有しているか 

・事業箇所周辺の土地利用の状況を把握するための調査項目や整理

方法が良く整理されているか 

１０ 

同種・類似業務

の実績 

・同種・類似業務（特に廃線敷や線路跡地の利活用に係る）実績に

基づくノウハウ及び経験を本業務に活かせる可能性が高いか 
１０ 

業務実施体制 

・配置予定技術者は、調査業務に必要な技術や免許・資格を有し、

業務実績も豊富であるなど、調査業務を遂行できる能力があると

判断できるか 

・業務実施スケジュールやフローの内容が具体的かつ実現可能か 

１０ 

業務内容 

（市民意識の把握・住民参加型ワークショップ等の開催について） 

・事業箇所の周辺住民等や多様な主体（活用主体に成りうる団体や

地域住民等）の意見集約やワークショップの進め方や考え方が具

体的に示され、市民意向の把握が十分になされる内容か 

１０ 

（先進事例調査について） 

・先進事例の調査地や調査項目などが利活用コンセプトや導入機能

の検討の参考となることが期待される調査内容となっているか 

１０ 

（利活用コンセプトの策定について） 

・廃線敷の利活用コンセプトの策定に向けた利活用の視点が示され

ているか 

１５ 

（基本計画の検討について） 

・基礎調査、市民意向把握のワークショップ、先進事例調査、利活

用コンセプトを踏まえて、基本計画を検討する道筋が示されてい

るか 

２０ 

独自提案 
・仕様書に定める業務内容について、業務実績やノウハウを活かし

た独自の提案が具体的に示されているか 
１０ 

見積額 
・５点×（最低提案価格/自社提案価格） 

※小数点第２位以下切り捨て 
５ 

 


